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名
簿
作
成 

ポ
イ
ン
ト
提
示 

公
益
財
団
法
人
マ
ン
シ
ョ

ン
セ
ン
タ
ー
は
１
月
２
６

日
、「
マ
ン
シ
ョ
ン
管
理
組
合

で
作
成
す
る
名
簿
の
取
り
扱

い
に
関
す
る
細
則
に
つ
い

て
」
を
発
売
し
た
。
管
理
組

合
が
作
成
す
る
名
簿
の
種
類

と
作
成
に
あ
た
っ
て
の
留
意

点
、
取
扱
い
ル
ー
ル
な
ど
を

ま
と
め
細
則
モ
デ
ル
を
示
し

た
。 同

書
は
管
理
組
合
が
作
成

す
る
名
簿
と
し
て
、
主
に
総

会
の
招
集
や
管
理
費
等
の
請

求
等
に
利
用
す
る
「
区
分
所

有
者
名
簿
」、
建
物
の
利
用
方

法
等
で
区
分
所
有
者
と
同
一

の
義
務
を
負
う
占
有
者
の
情

報
を
得
た
り
す
る
た
め
に
必

要
な
「
居
住
者
名
簿
」、
災
害

時
の
救
助
活
動
な
ど
に
利
用

す
る
「
要
介
護
者
名
簿
」
を

想
定
し
た
。 

区
分
所
有
法
や
マ
ン
シ
ョ

ン
標
準
管
理
規
約
、
マ
ン
シ

ョ
ン
管
理
標
準
指
針
と
い
っ

た
関
連
法
令
・
ル
ー
ル
か
ら

名
簿
の
作
成
根
拠
を
提
示
。

名
簿
を
作
成
す
る
上
で
の
留

意
点
を
ま
と
め
た
上
で
、
第

マンション管理センター 

居
住
者
・
要
援
護
者
も 

三
者
へ
の
提
供
や
作
成
の

方
針
、
安
全
性
と
利
便
性
、

公
開
性
等
に
言
及
し
た

要援護者届出書 （新規・変更）
平成　年　月　日

○○マンション管理組合

理事長 ○　○　○　○　様

○○マンション要援護者名簿作成及び運用等に関する細則5条の規定に基づき、要援護対象者
を届け出ます。

届出者氏名 印

1 　要援護対象者

住戸番号

要援護者の氏名 性別 年齢

2 　要援護者の家族等

同居の家族

代表者氏名（世帯主） 年齢

不在時の連絡先 携帯番号

3 　緊急時の連絡先

4 　援護が必要な状況　（　できるだけくわしくご記入ください　）

（　5の➀については、要援護者名簿の取り扱いに関する細則第9条第2項に居住者への配布を規定する場合に記載

します。）

5 　記載事項等の利用の同意確認　（　いずれかに○を付して下さい。　）

➀　マンション居住者に配布して良いですか 可 不可 配布内容について個々に相談が必要

②　地方公共団体の防災機関等に配布して良いですか 可 不可 配布内容について個々に相談が必要

お届けいただいた情報は規約及び使用細則で定められた目的以外に利用されることはありません。

号室 自宅電話番号

有　　　・　　　無

連絡先名称又は氏名 届出者との関係 電話番号

「要介護者」の届け出書。細則
モデルにはコメントも付けた 

「
策
定
方
針
」
と
併
せ
、
各

名
簿
の
取
り
扱
い
に
関
す

る
モ
デ
ル
・
コ
メ
ン
ト
を
提

示
し
て
い
る
。 

細
則
モ
デ
ル
は
「
区
分
所

有
者
」「
居
住
者
」「
要
援
護

者
」
の
各
名
簿
に
応
じ
、
用

意
し
た
。
作
成
根
拠
に
な
る

管
理
規
約
の
条
文
や
利
用

の
目
的
、
名
簿
の
掲
載
事
項

等
に
、
そ
れ
ぞ
れ
違
い
が
あ

る
か
ら
だ
。 

添
付
資
料
と
し
て
、
マ
ン

シ
ョ
ン
使
用
細
則
モ
デ
ル
、

個
人
情
報
保
護
法
、
避
難
行

今
年
度
中
に
再
開
へ 

国
土
交
通
省
マ
ン
シ
ョ

ン
政
策
室
は
２
０
１
２
年

８
月
以
降
中
断
し
て
い
る

「
マ
ン
シ
ョ
ン
の
新
た
な

管
理
ル
ー
ル
に
関
す
る
検

討
会
」
を
本
年
度
中
に
再
開

す
る
考
え
だ
。
事
務
局
が
再

度
論
点
を
整
理
し
、
検
討
会

で
提
示
す
る
。 

笠
谷
雅
也
マ
ン
シ
ョ
ン

政
策
室
長
は
再
開
に
向
け

た
準
備
を
始
め
「
こ
れ
ま
で

の
論
点
を
総
ざ
ら
い
し
て

い
る
」
と
話
す
。 

 

１
２
年
８
月
の
会
合
で

は
、
検
討
会
中
断
の
要
因
に

も
な
っ
た
マ
ン
シ
ョ
ン
標

準
管
理
規
約
の
コ
ミ
ュ
ニ

テ
ィ
ー
条
項
見
直
し
や
価

値
に
応
じ
た
議
決
権
割
合

な
ど
、
新
し
く
１
２
項
目
の

論
点
等
が
示
さ
れ
た
。
笠
谷

室
長
は
「
意
見
を
踏
ま
え
事

務
局
で
判
断
す
る
」
と
し
て

お
り
、
検
討
成
果
が
注
目
さ

れ
る
。 

 

検
討
会
は
２
０
１
２
年

８
月
の
第
９
回
会
合
を
最

後
に
開
か
れ
て
い
な
い
。
代

わ
り
に
委
員
が
参
加
す
る
、

非
公
式
の
会
合
が
約
３
０

回
開
か
れ
て
い
る
。 

再
度
論
点
提
示 

管
理
ル
ー
ル 

検

討

会 

◇ 

マ
ン
シ
ョ
ン
の
新
た
な

管
理
ル
ー
ル
に
関
す
る
検

討
会
…
初
会
合
は
２
０
１

２
年
２
月
に
開
催
。
座
長
は

国
交
省
出
身
の
福
井
秀
夫

氏
。
当
初
は
パ
ブ
リ
ッ
ク
コ

メ
ン
ト
を
経
て
同
年
６
月

に
中
間
と
り
ま
と
め
を
行

い
、
「
マ
ン
シ
ョ
ン
標
準
管

理
規
約
」
へ
具
体
的
な
反
映

を
検
討
す
る
は
ず
だ
っ
た
。

（
マ
ン
シ
ョ
ン
管
理
新
聞 

第9
6
1

号
よ
り
） 

 動
支
援
に
関
す
る
取
組
指

針
の
抜
粋
を
収
録
し
た
。 

◇ 

Ａ
４
判
。
８
０
ペ
ー
ジ
。

定
価
は
税
込
み
で
１
０
８

０
円
。
登
録
管
理
組
合
・

セ
ン
タ
ー
通
信
会
員
は
８

６
４
円
。
送
料
は
１
部
８

２
円
。 

問
い
合
わ
せ
は
同
セ
ン

タ
ー
出
版
部☎

０
３
（
３

２
２
２
）
１
５
３
５
へ
。

（
マ
ン
シ
ョ
ン
管
理
新
聞 

第9
6
3

号
よ
り
） 

国交省 

細則モデルを整備 
「区
分
所
有
者
」 

に

加

え

て 
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編集後記；マンション管理には建物・設備の管理業務は管理会社に委託は出来ても、委託の方針・内容について

は自分たち（管理組合）が主体となって決めて行くことが必要でが、管理に関する専門的知識が必要なこと、及

び手間暇がかかることから現実には管理会社に任せきりとなっているところが多い現状にあります。マンション

管理の要諦は、区分所有者の皆さんが管理会社任せにせず管理に関心を持って「自分たちのマンションは自分た

ちで守る」との意識を持ち合わせ協力して行くことと言えます。専門的知識はマンション管理士等の外部の専門

家を活用し、透明性高く経営感覚を持っての管理運営をして行くことが結局は近道と思います（吉田） 

 

住
宅
金
融
支
援
機
構

の
「
マ
ン
シ
ョ
ン
共
用

部
分
リ
フ
ォ
ー
ム
融

資
」
の
金
利
の
低
下
が

続
い
て
い
る
。
金
融
緩

和
の
影
響
も
あ
り
、
今

年
１
月
の
適
用
金
利
は

１
・
１
６
％
。
前
月
の

２
０
１
４
年
に
建
て
替

え
を
決
議
し
た
東
京
・
市
ヶ

谷
の
「
市
ヶ
谷
ハ
イ
ツ
」（
築

4
3

年
）
で
、
買
受
指
定
者

が
区
分
所
有
者
・
占
有
者
に

移
転
登
記
と
明
け
渡
し
を

求
め
て
い
た
訴
訟
の
判
決

が
昨
年
１
２
月
２
６
日
、
東

京
地
裁
で
あ
っ
た
。
村
山
裁

判
官
は
明
け
渡
し
な
ど
を

命
じ
る
判
決
を
言
い
渡
し

た
。 裁

判
記
録
に
よ
る
と
、
中

堅
ゼ
ネ
コ
ン
が
分
譲
し
た

複
合
用
途
型
マ
ン
シ
ョ
ン
。

議
決
権
４
９
の
う
ち
４
０

を
同
社
が
所
有
し
て
い
る
。 

同
社
の
耐
震
診
断
で
耐

震
性
不
足
が
判
明
し
、
修
繕

営
業
権
の
補
償
を
要
求 

裁
判
で
主
張
も
一
蹴 

融
資
金
利
、
１
月
は
１
・  

％ 
住
宅
金
融 

支
援
機
構 

「
す
ま
い
・
る
債
」
購
入
な
ら
０
・ 

％ 
 

積
立
金
不
足
が
予
想
さ
れ

る
こ
と
か
ら
１
４
年
２

月
、
区
分
所
有
者
１
０
人

中
９
人
、
議
決
権
４
９
中

４
８
が
建
て
替
え
に
賛
成

決
議
し
た
。
買
受
指
定
者

に
選
ば
れ
た
コ
ン
サ
ル
会

社
が
反
対
者
１
名
に
売
渡

請
求
を
実
施
。
同
年
５
月
、

反
対
者
と
そ
の
専
有
部
分

を
事
務
所
使
用
す
る
弁
護

士
と
専
門
紙
新
聞
社
に
対

し
訴
訟
を
起
こ
し
た
。 

被
告
側
は
「
営
業
権
の

補
償
が
必
要
」
と
金
額
上

乗
せ
を
要
求
。
原
告
側
は

「
時
価
算
定
に
営
業
権
は

考
慮
さ
れ
な
い
が
、
そ
も

そ
も
事
務
所
使
用
の
た
め

営
業
権
は
補
償
対
象
と
な

ら
な
い
」
と
反
論
し
た
。 

村
上
裁
判
官
は
「
建
て

替
え
の
必
要
性
、
合
理
性

に
関
す
る
事
情
は
具
体
的

に
示
さ
れ
て
い
る
」
と
指

摘
。
不
動
産
鑑
定
士
も
「
不

合
理
な
点
は
、
見
当
た
ら

な
い
」
と
請
求
を
認
め
た
。 

裁
判
官
は
、
明
け
渡
し

等
を
命
じ
る
判
決
を
言
い

渡
し
た
。 

事
業
計
画
案
で
は
、
１

３
階
建
て
の
共
同
住
宅
に

建
て
替
え
る
予
定
だ
。（
マ

ン
シ
ョ
ン
管
理
新
聞 

第

9
6
3

号
よ
り
） 

１
・
２
４
％
か
ら
０
・

０
８
％
下
が
り
、
２
０

０
７
年
の
住
宅
支
援
機

構
発
足
以
降
、
最
低
を

記
録
し
て
い
る
。 

「
マ
ン
シ
ョ
ン
す
ま

い
・
る
債
」
を
購
入
し

て
い
る
管
理
組
合
は
、

１
月
か
ら
通
常
の
０
・

２
％
融
資
金
利
が
優
遇
さ

れ
る
こ
と
に
な
っ
た
た

め
、
適
用
金
利
は
０
．
９

６
％
と
１
％
を
切
る
。 

融
資
金
利
が
１
％
を
切

っ
た
た
め
、
一
部
の
自
治

体
が
設
け
て
い
る
「
利
子

補
給
制
度
」
に
影
響
が
出

る
可
能
性
が
あ
る
。
東
京

都
や
江
東
区
が
実
施
し
て

お
り
、
機
構
の
適
用
金
利

が
１
％
低
利
に
な
る
よ
う

制
度
設
計
さ
れ
て
い
る

が
、
機
構
の
適
用
金
利
が

１
％
以
下
の
場
合
、
管
理

組
合
は
利
子
負
担
し
な
く

て
も
い
い
形
に
な
る
。

１
％
分
の
利
子
は
補
助
金

で
賄
え
る
か
ら
だ
。 

江
東
区
の
場
合
は
１
％

低
利
に
す
る
と
金
利
が

０
・
１
４
％
を
下
回
る
ケ

ー
ス
で
は
、
０
・
１
４
％

の
金
利
負
担
に
な
る
よ
う

調
整
す
る
決
ま
り
が
あ
る

が
、
東
京
都
は
「
ど
う
調

整
す
る
か
は
現
在
検
討

中
」
だ
と
し
て
い
る
。 

◇ 

１
月
受
付
分
か
ら
、
融

資
に
関
す
る
要
件
等
も
１

部
変
更
さ
れ
た
。
管
理

者
・
監
理
組
合
法
人
の
代

表
理
事
に
求
め
ら
れ
て
い

た
「
当
該
マ
ン
シ
ョ
ン
へ

の
自
住
」
要
件
が
撤
廃

さ
れ
た
ほ
か
、
補
助
金

を
使
っ
て
工
事
す
る
場

合
の
融
資
限
度
額
の
計

算
方
法
も
改
正
し
た
。

こ
れ
ま
で
の
限
度
額
は

「
工
事
費
か
ら
補
助
金

を
引
い
た
額
の
８
割
」

だ
っ
た
が
、「
工
事
費
の

８
割
」
か
「
工
事
費
か

ら
補
助
金
を
引
い
た

額
」
の
い
ず
れ
か
低
い

１ ６ 

96 

建
て
替
え
で 

借

家

人 

融資金利の推移 (2014.1～) 

額
に
改
め
、
融
資
限
度
額

を
引
き
上
げ
た
。 

申
し
込
み
日
の
前
月

末
時
点
の
状
況
確
認
が

求
め
ら
れ
て
い
た
、
残
高

証
明
書
や
預
金
通
帳
の

写
し
と
い
っ
た
確
認
書

類
も
「
前
々
月
」
に
緩
和

し
て
い
る
。（
マ
ン
シ
ョ

ン
管
理
新
聞 

第9
6
1

号

よ
り
） 


